
令和６年度 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用して実施した事業の効果検証

2
低所得者支援
及び定額減税
補足給付金

物価高騰が続く中で、低所得世帯への支援を
行うことで、令和６年度新たに住民税非課税と
なった世帯の方々や新たに住民税均等割の
み非課税となった世帯の方々の生活を維持
し、また、定額減税可能額が減税前税額を上
回ると見込まれる所得税/住民税納税義務者
への調整給付をおこなうとともに必要なシステ
ム改修を実施する。

低所得世帯

給付金の支給
　①令和6年度住民税非課税化世帯　5世帯×
100,000円
　②令和6年度住民税均等割のみ課税世帯　3世帯
×100,000円
　③上記①②給付対象世帯の子ども加算　7人×
50,000円
　④定額減税可能額が減税前税額を上回ると見込ま
れる所得税/住民税の納税義務者　1,460,000円（対
象54人）

事務費
　システム改修負担金　253,000円（うち本事業分
133,000円）

物価高騰に直面する低所得世帯の
負担軽減
低所得世帯への給付　100％

物価高騰の影響を受けている低所得世
帯へ給付金を支給し、経済的に支援す
ることができた。

Ⅰ．物価高か
ら国民生活を

守る
R6.5 R7.3 2,743 2,693 50 民生課

6
No.2事業（事
務費）

R5_補正低所得世帯枠の事務費分交付限度
額の残について、No.2事業（低所得者支援及
び定額減税補足給付金）に上乗せし、システ
ム改修に係る事務費に充当する。

低所得世帯
事務費（事業No.2への充当）
低所得世帯への給付にかかる事務費　120,000円
[システム改修負担金として支出]

物価高騰に直面する低所得世帯の
負担軽減
低所得世帯への給付に係る事務費
（システム改修費）への充当
100％

物価高騰の影響を受けている低所得世
帯へ給付金に必要なシステム改修を実
施し、給付金の支給を通し、経済的に
支援することができた。

Ⅰ．物価高か
ら国民生活を

守る
R6.5 R7.3 120 120 民生課

7
低所得者支援
及び定額減税
不足額給付金

物価高騰が続く中で低所得世帯への支援を行
うことで、住民税非課税世帯の方々の生活を
維持し、また、No.1の当初調整給付に際し推
計額を用いて算定したことにより結果として支
給額に不足が生じた方へ不足額給付を行う。

低所得世帯
不足額給付対象者

給付金の支給
　①令和6年度住民税均等割非課税世帯　60世帯×
30,000円
　②上記①給付対象世帯の子ども加算　19人×
20,000円
（※定額減税不足額給付金は令和７年度に繰越）

事務費
　職員時間外手当　17,352円
　事務用品購入費　6,655円

物価高騰に直面する住民税均等割
のみ課税世帯の負担軽減
住民税均等割のみ課税世帯への
給付　100％

物価高騰の影響を受けている低所得世
帯へ給付金を支給し、経済的に支援す
ることができた。

Ⅰ．物価高か
ら国民生活を

守る
R7.2 R7.4以降 2,205 2,205 民生課
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